官邸お庭番日誌　第14号　

２０１１年１月４日

　あけましておめでとうございます。今年もどうぞよろしくお願いいたします。

　どう見ても今年は日本の政治経済社会が大きく転換する年であることは間違いないと思います。

どのように改革を進めていけるのか、今担当している課題についても、年金・医療・介護・子育てなど社会保障の姿、消費税を含む税制の改革、社会保障・税に関する番号制度の導入、まことに難問中の難問だらけであり、一つの課題が一つの内閣の課題でもあるような歴史的な課題でもあります。

　でも、それらの課題はどうしてもやらなければならない課題であり、どんな政権であれ進めていかなければならない課題でもあります。

　ねじれ国会の中で、どのようにこれらの課題が実現できるようにしていけるのか、今年は、まことに重大な年になりそうです。腰をすえて、取り組んでいきたいと思います。

■榎並利博著『共通番号のすべて---国民ID －－－－』を読む

　さて、この冬の休み中、榎並利博富士通総研主席研究員の書かれた『共通番号のすべて---国民ID---』(東洋経済新報社刊)を一読した。

　今年の大きな改革の課題である共通番号についての最新の著作であり、三木義一教授から紹介され早速手に入れて読むことができたのだ。

　一言で言えば、大変な好著であり、税制や社会保障などについて関心をもたれる方々に対してぜひとも一読を進めたい。

　経歴を読むかぎり、東大の文学部考古学課を卒業されている方がシステムエンジニアとして富士通に入社され、富士通総研に移られて自治体向けのシステム開発に従事され、早稲田大学を始めとして何カ所かの大学でも教鞭をとられているようだ。

　実務家のキャリアが長いわけで、それだけに具体的、現実的な話が多く、参考になることが多かった。この機会に少しばかり内容について紹介してみたい。

■権利としての共通番号制度

　まず、共通番号に対する基本的な考え方について次のように整理されている。

　「共通番号とは、デジタル社会における国民と国家の間における『義務と権利』を明確化する社会契約の番号である。国民は国家に対して納税や法令遵守等の義務を負うとともに、国家によって基本的人権や生命・生活を保障される権利を有する。このような社会契約を締結した証として、各人に交付されるものと位置づけるべきである。」(71ページ)

　榎並氏は昨年2月8日に始まった「社会保障・税に関わる番号制度に関する検討会」の状況を丁寧にウォッチングされ、共通番号があったら便利、などという次元でなく国民の権利義務にとって必要不可欠なものであると認識すべきことを強調される。

　特に関心の高い年金の問題についても指摘がある。それは、2007年に起きた消えた年金記録問題である。

　問題は社会保険庁のずさんな事務処理にあったことは間違いないのだが、基礎年金番号と言うものが氏名だけでなく性別や生年月日そして住所との連動性を持つだけでは不十分で、個人情報の履歴を管理している住民基本台帳に基づいた裏づけのある強固な番号である住民コードを使う以外にはないことを強調される。

　婚姻で氏名が変わったり性別の転換すら認められる今日、そのことの必要性は当然のことであろう。

　基礎となる台帳の裏づけがない番号とは、やがて行方不明となる宿命を持っている番号なのだ。

■「申請主義」からの脱皮へ

　さらに、権利としての社会保障を確立するためには悪名高い「申請主義」から脱皮する必要がある。

　行政は国民に対してどのような権利があるのかを知らせる必要があり、そのためにも番号が不可欠になる。

　榎並氏は例示として健保組合に加入している被保険者が介護保険の被保険者でもある場合、両方に支払った自己負担額の合計が限度額以上になると高額介護合算療養費の受給が可能になるのだが、実際には様々な複雑極まりない手続きが必要となるし、実際にこのような制度を知らないケースが殆どだという。番号があれば、こういうサービスも可能になるのだ。

　民間でも、厚生年金基金について受給資格のある60歳以上の124万人(2006年末)が請求手続きを取っておらず、1544億円もの巨額の金額に達しているという。

　この年金は1カ月でも支給されるもので、制度自体を知らないことも多く、申請主義の壁で受給権が侵害されているのだ。これも、番号が必要になる。

　榎並氏はかつて導入され、今は使われなくなってしまった「国民電子私書箱」について次のように批判されている。

　それは、国民の利便性の向上と言う趣旨で電子申請システムを突っ走ってしまったことに対して、電子政府研究者が「申請を電子化することを目的にしてはいけない。申請の電子化を契機に、申請手続きのプロセスを見直し、最も簡素で効率的なプロセスに改革することが目的だ」と主張していたにもかかわらず、何も聞き入れてもらえなかったと批判されている。

　国民の利便性を盾に、行政の改革をしなかった付けが電子申請システムの失敗をもたらしたのだ。　今回の番号の導入は、このような間違いをすることは許されないわけで、何

のために、導入するのか、しっかりとその理念・目的を確立しておく必要がある。

■国民の不安解消に向けて、「第三者機関」の設置

　それにしても、全国民を対象にした番号を附番することに対して国民はさまざまな不安を感じていることも間違いない。　

　最近の警察庁の機密情報の漏洩事件や、ウィキリークスのような組織的な秘密情報へのアクセスとその漏洩事件などに不安を覚えることも間違いない。

　
榎並氏は、住基ネットはさまざまな侵入に対して一度も破られなかったことを挙げ、かなり強固なシステムで防備されているとはいうものの、国民の不安を払拭するために
・制度的手段　共通番号制度の運用状況を監視し、国民からの不安に対して調査および国民を保護する権限を持つ行政府から独立した第三者機関を設置する。

・技術的手段　国民がいつでも自分の情報を確認できる手段を提供するとともに、何時誰が何の目的で自分の情報にアクセスしたのかを記録したアクセス・ログ情報を提供し、自分の情報が国にどのように使用されているのかを監視できる手段を提供する。

ことを提起されている。これから番号制度の検討に入るものにとって貴重な問題提起の書となっている。

　納税者番号についての指摘で気がつくのは、古典的な総合課税をめざそうとされていることである。水平的公平だけでなく垂直的な公平性を重視していこうとされるその姿勢は、同じ立場に立つものとして力強い援軍である。

